
京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱 
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改正 平成２２年４月 １日 

改正 平成２３年４月 １日 
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                               改正 平成２８年４月 １日 
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改正 令和 ６年４月 １日 

改正 令和 ７年６月１３日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車等の放置を防止し、道路、公園その他の公共の場所の機能を保全するとと

もに、良好な都市環境の形成に資する自転車等駐車場の整備を促進するための助成金（以下「助成金」

という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市

補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、自転車等駐車場とは、一定の区画を限って設置される自転車、原動機付自

転車及び自動二輪車の駐車のための施設をいう。 

 

（交付の対象等） 

第３条 助成金の交付対象事業は、民間の自転車等駐車場の新設、増設及び再整備であり、次の各号に

掲げる要件を備えていなければならない。 

⑴ 自転車等駐車場の設置の目的が不特定多数の者の利用に供するものであること。また、原動機付

自転車又は自動二輪車のみを収容することを目的としたものでないこととし、原動機付自転車及び

自動二輪車を収容する場合には、全体の収容台数の２分の１以上を自転車の駐車が可能とすること。 

⑵ 自転車等駐車場の位置は、鉄道駅又はバス停留所から概ね２５０メートル以内、又は立地等につ

いて市長が適当と認めるものであること。 

⑶ 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律第５条第２項（鉄道

事業者の協力義務）に基づき、整備するものでないこと。 

⑷ 京都市が出資金、基本金その他これらに準じるものの４分の１以上を出資している法人（本市か

らの補助金、委託料その他の支出、人的援助の状況等本市と法人との関係から判断して、本市が主

体的に指導等を行う必要がない法人として市長が定めるものを除く。）により整備するものでない

こと。 

⑸ 自転車等駐車場を、助成金の交付額決定に関する通知日（条例第１９条に規定する通知の日とす

る。以下同じ。）から継続して５年以上運営すること。 

⑹ 自転車等駐車場の位置、構造及び設備について利用者の安全が確保されており、自転車等が容易

に駐車できるものであること。 

⑺ 自転車等駐車場整備の工事着手は、第６条に規定する交付対象事業への指定決定以後に行うもの

であること。 

⑻ 自転車等駐車場の運営及び構造等に関し、市長が適当と認めるものであること。 



⑼ 条例第１１条第１項第２号に規定する中止又は廃止により第７条又は第９条に規定する申請が

１年以内にされた事業でないこと。 

⑽ 自転車等駐車場に防犯カメラの設置、その他安全対策を実施すること。 

２ 過去に本要綱に基づく助成金を受けて整備された自転車等駐車場の再整備は、前項の規定に加え以

下の要件を備えていなければならない。 

⑴ 既存の自転車等駐車場が、前回の助成金の交付額決定に関する通知日から継続して５年以上運営

したものであること。 

⑵ 主要な駐輪設備を一体的に更新する整備であること。 

⑶ 既存の自転車等駐車場と比べて、利用者の利便性又は安全性の向上が図られるものであること。 

⑷ 既存の自転車等駐車場の状況を踏まえ、市長が適当であると認めるものであること。 

３ 市長は、別に定める民間自転車等駐車場整備助成対象事業の選定基準により、条例第１０条各項の

規定による決定をするものとする。 

 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、「自転車等駐車場設置のための土地取得費を除く建設費及び駐車器具整備費の

合計額」又は「別表第１に掲げる標準整備費により算出した額」のいずれか低い額に２分の１を乗じ

た額とする。ただし、当該年度の予算の範囲内で支出できる額とする。 

２ 助成金の限度額は、６００万円とする。 

３ 助成金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを１,０００円単位に切り捨てる。 

 

（交付の申請） 

第５条 条例第９条の規定による申請は、民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業指定申請書（第

１号様式）により、次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

⑴ 自転車等駐車場位置図 

⑵ 自転車等駐車場敷地面積求積図 

⑶ 自転車等駐車場平面図又は各階平面図 

⑷ 見積書（内訳書を含む。）の写し 

⑸ 土地登記簿謄本（借地の場合は、賃貸借契約書の写し及び土地所有者の自転車等駐車場設置に係

る承諾書） 

⑹ 自転車等駐車場が不特定多数の者の利用に供すると確認できるもの（利用案内又は約款等） 

⑺ その他市長が必要と認め指示する書類 

２ 事業を行う法人等は、助成金の交付の申請をするに当たって、当該助成金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額（助成対象事業に要する費用（以下「助成対象経費」という。）に含まれる消

費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に基づく仕入れに係る消費税及び地方消費税として控除することができる部分の

金額に助成対象経費に占める助成金の額の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申

請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明

らかでないものについては、この限りでない。 

 

（標準処理期間） 

第６条 市長は、条例第９条による申請が到達してから３０日以内に条例第１０条各項の決定をするも

のとする。 

 

（変更等の承認の申請） 

第７条 条例第１１条第１項第１号及び第２号による助成事業等の内容の変更又は中止に係る市長の

承認の申請は、民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業変更等申請書（第２号様式）により行う

ものとする。 

 



 

（事業完了の届出） 

第８条 条例第１８条の規定による報告は、自転車等駐車場の開設後速やかに、民間自転車等駐車場整

備助成金交付対象事業工事完了届（第３号様式）により、次の各号に掲げる書類を添えて行わなけれ

ばならない。 

⑴ 工事契約書の写し 

⑵ 請求書（内訳書を含む。）の写し 

⑶ 領収書の写し（納付済みの場合に限る。） 

⑷ 建築確認済証及び検査済証の写し（建築物設置の場合に限る。） 

⑸ 工事完成図面及び写真 

⑹ その他市長が必要と認め指示する書類 

２ 助成事業者は、前項の届出を行うに当たって、助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第７号様式）により市

長に報告しなければならない。なお、前項の届出を行う時点で仕入控除税額が確定していない場合に

は、確定後速やかに第７号様式により同金額を市長に報告しなければならない。 

３ 助成金の請求は、民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業助成金交付請求書（第８号様式）に

より、条例第１９条の規定による通知を受けた日の属する年度の期末までに行わなければならない。 

 

（施設の変更又は事業の廃止の協議） 

第９条 助成事業者は、助成金の交付額決定に関する通知日から５年以内において、民間自転車等駐車

場整備助成金交付対象事業指定申請書（第１号様式又は第２号様式）の自転車等駐車場整備事業の概

要を変更し、又は事業を廃止しようとするときは、民間自転車等駐車場変更・廃止届（第４号様式）

により、事前に市長と協議しなければならない。 

 

（承継） 

第１０条 相続・譲渡その他の事由により、助成事業者から自転車等駐車場を取得した者は、民間自転

車等駐車場地位承継届（第５号様式）に当該自転車等駐車場を引き継いだことを証する書類を添付し、

市長に届けることにより、助成措置を承継することができる。 

２ 前項の規定による助成措置を承継しようとする者は、引き継いだ日から３箇月以内に市長に届け出

なければならない。 

 

（助成金の返還） 

第１１条 条例第２２条に規定する助成金の交付を取り消す場合においては、自転車等駐車場の運営期

間（自転車等駐車場開設日（第３条第２項による再整備の場合は、当該自転車等駐車場の工事が完了

し、運営を再開した日）から助成金の返還の事由が生じた日までをいう。）に応じて、別表第２に掲げ

る額の全額又は一部の額を助成事業者に返還させることができる。ただし、返還額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を切り捨てる。 

２ 市長は、第９条に規定する施設の変更又は事業の廃止に伴い、変更等後の施設の収容台数に応じて、

別表第１に掲げる標準整備費に２分の１を乗じた額が、交付した助成金の額を下回ったときは、前項

の規定の例により、別表第３に掲げる額の全額又は一部の額を助成事業者に返還させることができる。 

３ 市長は、第８条第２項に基づく報告があった場合、当該仕入控除税額の全部又は一部を返還させる

ことができる。 

 

（報告） 

第１２条 助成事業者は、助成金の交付額決定に関する通知日から５年以内において、民間自転車等駐

車場運営状況報告書（第６号様式）により、年度ごとの運営状況を毎年４月末日までに市長に報告し

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、この要綱を施行するため必要な限度において、助成事業者に自



転車等駐車場の運営に関する資料の提出を求めることができる。 

 

（補則） 

第１３条 この要綱の施行に関し必要な事項は、建設局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年４月１６日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２１年４月１７日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年３月３１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

附 則（平成２４年４月１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月３１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２６年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３０日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の申請に係る事業については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年１月１５日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の申請に係る事業については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月３日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月１６日） 

 



（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２１日） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前の申請に係る事業については、なお従前の例による。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和７年６月１３日から施行する。 

２ この要綱の施行の日前の申請に係る事業については、なお従前の例による。 

  



別表第１（第４条及び第１１条） 

形 式 １台当たりの設備費 標 準 整 備 費 

平 面 式 ６０，０００円  １台当たりの設備費に収容台数を乗じた額（原

動機付自転車及び自動二輪車については、１台

につき自転車１．５台分として計算する。） 

立 体 式 

（機械式を含む。） 
１００，０００円  

備考 立体式とは２階建て以上の建築物をいい、機械式とは機械収納型をいう。 

 

別表第２（第１１条関係） 

運 営 期 間 助 成 金 の 返 還 額 

３ 年 に 満 た な い と き 助成金の交付額の全額に相当する額 

３年以上４年未満のとき 助成金の交付額の２分の１に相当する額 

４年以上５年未満のとき 助成金の交付額の３分の１に相当する額 

 

別表第３（第１１条関係） 

運 営 期 間 助 成 金 の 返 還 額 

３ 年 に 満 た な い と き 
助成金の交付額の全額に相当する額と助成金の交付額の全額に
相当する額に、施設の変更後の収容台数を変更前の収容台数で
除した割合を乗じた額の差額 

３年以上４年未満のとき 
助成金の交付額の２分の１に相当する額と助成金の交付額の２
分の１に相当する額に、施設の変更後の収容台数を変更前の収
容台数で除した割合を乗じた額の差額 

４年以上５年未満のとき 
助成金の交付額の３分の１に相当する額と助成金の交付額の３
分の１に相当する額に、施設の変更後の収容台数を変更前の収
容台数で除した割合を乗じた額の差額 



（第１号様式）（第５条関係） 

 

民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業指定申請書 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

電話     －    －       

 

民間自転車等駐車場整備助成金の交付対象事業への指定を受けたいので、京都市民間自

転車等駐車場整備助成金交付要綱第５条の規定により、申請します。 

 

自転車等駐車場整備事業の概要 

自転車等駐車場の名称  

自転車等駐車場の所在地 
 

 

敷 地 の 所 有 状 況 □所有    □借地     

自転車等駐車場の位置 
□           駅から約       ｍ 

□市長が適当と認める地域（具体的地域：          ） 

区 分 □新設    □増設    □再整備 

自転車等駐車場の規模 自転車 原動機付自転車及び自動二輪車 

収 容 台 数 台  台  

ラック等の設置 □有      □無 □有      □無 

面     積 ㎡  ㎡  

自転車等駐車場の形状 □平面式     □立体式（機械式を含む。） 

開 設 日 （ 予 定 日 ）        年   月   日 

建設費及び駐車器具整備費 円 

交 付 申 請 額                     円 

料 金 体 系 

□時間貸し（                      ） 

□１日１回（                      ） 

□定期  （                      ） 

管 理 方 式 
□有人管理     □自動ロック式     □ゲート式 

□その他（                       ） 

そ の 他 

□ 当該自転車等駐車場は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の

駐車対策の総合的推進に関する法律第５条第２項（鉄道事業者の業

力義務）に基づき、整備する事業ではありません。 

備 考 

 

 

 

注 該当する☐には、✔印を記入してください。 



（第２号様式）（第７条関係） 
 

民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業変更等申請書 
 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

電話     －    －       
 

民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業の変更等の承認を受けたいので、京都市民
間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第７条の規定により、申請します。 
 

申 請 の 内 容 

□変更（以下、変更後の概要事項を記入してください。） 

□中止（理由：                        ） 

  今後１年間、当該助成金の交付対象事業として申請できない旨、 

承諾します。       氏名               

 

変更後の自転車等駐車場整備事業の概要 

自転車等駐車場の名称  

自転車等駐車場の所在地  

敷 地 の 所 有 状 況 □所有    □借地 

自転車等駐車場の位置 
□           駅から約       ｍ 

□市長が適当と認める地域（具体的地域：          ） 

区 分 □新設    □増設    □再整備 

自転車等駐車場の規模 自転車 原動機付自転車及び自動二輪車 

収 容 台 数 台  台  

ラック等の設置 □有      □無 □有      □無 

面     積 ㎡  ㎡  

自転車等駐車場の形状 □平面式     □立体式（機械式を含む。） 

開 設 日 （ 予 定 日 ）        年   月   日 

建設費及び駐車器具整備費 円 

交 付 申 請 額 円 

料 金 体 系 

□時間貸し（                      ） 

□１日１回（                      ） 

□定期利用（                      ） 

管 理 方 式 
□有人管理     □自動ロック式     □ゲート式 

□その他（                       ） 

そ の 他 

□ 本自転車等駐車場は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車
対策の総合的推進に関する法律第５条第２項（鉄道事業者の業力義務）
に基づき、整備する事業ではありません。 

備 考 
 

 

注 該当する☐には、✔印を記入してください。 



（第３号様式）（第８条第１項関係） 

 

民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業工事完了届 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

電話     －    －       

 

工事が完了しましたので、京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第８条第１項

の規定により届け出ます。 

 

自転車等駐車場整備事業の概要 

自転車等駐車場の名称  

自転車等駐車場の所在地 
 

 

工 事 完 了 年 月 日        年   月   日 

自転車等駐車場の規模 自転車 原動機付自転車及び自動二輪車 

収 容 台 数 台  台  

形 状 □平面式     □立体式（機械式を含む。） 

開 設 日       年   月   日 

建設費及び駐車器具整備費 円 

備 考 

 

 

 

 

 

 

注 該当する☐には、✔印を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第４号様式）（第９条関係） 

 

民間自転車等駐車場変更・廃止届 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

  電話     －    －       

 

京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第９条の規定により、届け出ます。 

 

届 出 の 内 容 □変更        □廃止 

変 更 ・ 廃 止 年 月 日       年  月  日 

 

変更・廃止内容等 

自 転 車 等 駐 車 場 の 名 称  

自転車等駐車場の所在地 
 

 

助成金の交付額決定に関する通知日        年  月  日 

変 更 ・ 廃 止 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 ・ 廃 止 理 由 

 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 注 該当する☐には、✔印を記入してください。 



（第５号様式）（第１０条関係） 

 

民間自転車等駐車場地位承継届 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

  電話     －    －       

 

京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第１０条の規定により、届け出ます。 

 

自 転 車 等 駐 車 場 の 名 称  

自転車等駐車場の所在地 
 

 

承継前の 

設 置 者 

氏名（法人にあっ

ては名称） 

 

住所（法人にあっ

ては、主たる事業

所の所在地） 

 

承 継 が あ っ た 日         年  月  日 

承 継 の 事 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

  



（第６号様式）（第１２条関係） 

  年  月  日 

 

民間自転車等駐車場運営状況報告書 

 

 京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第１２条の規定により、報告します。 

 

自転車等駐車場の概要 

自 転 車 等 駐 車 場 の 名 称  

自 転 車 等 駐 車 場 の 所 在 地 
 

 

報告者の連絡先 

住    所  

氏    名  

電話番号  

 

運 営 状 況 （       年度   半期分） 

収  入 

 
 
 
 
 

月 

分 

  

円   

 
 
 
 
 

月 

分 

 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円   

内 

訳 

時間貸し 

１日１回 

定期利用 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

支  出 円   円   

収  支 円  円  

備  考 
 

 
 

 

収  入 
 
 
 
 
 

月 

分 

  

円   

 
 
 
 
 

月 

分 

円

（ 
 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円   

内 

訳 

時間貸し 

１日１回 

定期利用 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

支  出 円   円   

収  支 円  円  

備  考 
 

 
 

収  入 

 
 
 
 
 

月 

分 

  

円   

 
 
 
 
 

月 

分 

円

（ 
 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

円
（ 

 
 

人
） 

  

円   

内 

訳 

時間貸し 

１日１回 

定期利用 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

円（   人） 

支  出 円   円   

収  支 円  円  

備  考 
 
 

 

注 報告は、上半期分・下半期分に分けて２枚提出してください。 

 

 

 

 

 

 



（第７号様式）（第８条第２項関係） 

 

京都市民間自転車等駐車場整備助成金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

電話     －    －       

 

京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第８条第２項の規定により、報告します。 

 

自転車等駐車場整備事業の概要 

自 転 車 等 駐 車 場 の 名 称  

自 転 車 等 駐 車 場 の 所 在 地 
 

 

助  成  金  額 

（市長が交付決定通知書により通知した額） 
                    円 

消費税額及び地方消費税額の確定

に伴う助成金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額 

（ 要 助 成 金 返 還 額 ） 

円 

備   考 

 

 

 

 



（第８号様式）（第８条第３項関係） 

 

民間自転車等駐車場整備助成金交付対象事業助成金交付請求書 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事業所の

所在地） 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名） 

 

 

 

 

電話     －    －       

 

工事が完了しましたので、京都市民間自転車等駐車場整備助成金交付要綱第８条第３項

の規定により、助成金の交付を請求します。 

 

自転車等駐車場整備事業の概要 

自転車等駐車場の名称  

自転車等駐車場の所在地 
 

 

工 事 完 了 年 月 日        年   月   日 

自転車等駐車場の規模 自転車 原動機付自転車及び自動二輪車 

収 容 台 数 台  台  

形 状 □平面式     □立体式（機械式を含む。） 

助成金の交付額決定に関する通知日        年   月   日 

建設費及び駐車器具整備費 円 

備 考 

 

 

 

 

請 求 金 額                     円 

  

振

込

口

座 

金融機関名 店舗名 預金種目 口座番号 

  □普通（総合） 
□当座 
□貯蓄 
□その他 

       

口座名義 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

                  

                  

口座名義 

（漢字等） 

 

注 該当する☐には、✔印を記入してください。 


